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「島 根 県 財 政 健 全 化 指 針 」骨 子 
 

 

Ⅰ 財政健全化指針の性格 

   「島根県新行政システム推進計画」に掲げる「財政健全化に向けての改革」につ

いて、財政健全化に向けた中期的な具体的取組み方策を示すもの 

 

Ⅱ 財政健全化の基本的考え方 

   国・地方を通じた厳しい財政状況下においては、今まで依存してきた国庫支出金   

や地方交付税に多くを期待することは困難であるという基本認識のもと、将来にわ

たってその時々の行政ニーズに対応しうる健全な財政基盤を構築していくもの 

 

１ 改革の視点 

① 県の果たすべき役割の再検証（公民の役割分担、国・市町村との役割分担） 

② 重要な政策課題への集中的・重点的投資 

③ 行政サービスの量から質への転換 

④ 歳入の確保による自立性の向上 

⑤ 県民との情報共有の推進 

 

２ 財政運営における目標設定 

① 起債制限比率 今後１０年間１８％台以下 

② 基金残高   １０年後に概ね５００億円以上 

 

３ 財政健全化シミュレーション 

    目標達成のためには、まずは高い投資水準にある公共事業費の大幅削減による

県債発行の縮減を通じた公債費の抑制が必要不可欠なことから、公共事業費につ

いて適正規模に応じた財政健全化シミュレーションを実施 

① 起債制限比率 

      標準財政規模に対する事業費を全国平均まで削減した場合、概ね達成可能 

② 基金残高 

      公共事業削減による収支改善だけでは目標達成は極めて困難であり、 

歳出全般にわたる抑制が必要 

 

４ 集中改革期間  Ｈ１５～Ｈ１７ 

 

 

平成 14 年 12 月 25 日 
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Ⅲ 財政健全化の方策 

１ 行政の効率化とスリム化 

 （１）組織・人員配置の見直し 

・事務事業の見直しに応じた人員配置の弾力化 

（２）人件費総額の抑制 

① 職員定員の削減 

・今後１０年間で約５００人削減 

   ② 給料のカット 

・給料月額の３％を基本とし、Ｈ１５からＨ１７まで全職員を対象に実施（調整中） 

   ③ 給与の見直し 

     ・５５歳昇給停止（調整中） 

・特殊勤務手当など諸手当の見直し、時間外勤務手当等の縮減 

（３）内部管理経費の節減 

① 内部事務経費の節減 

        再利用の徹底、光熱水費・コピー用紙の削減 

ペーパーレス化の推進、印刷物・図書・雑誌購入の縮減 

審議会開催経費、協議会負担金の見直し 

リース契約等の複数年契約化、システム管理経費の削減 

旅費総額の抑制、公用車更新の原則凍結 など 

   ② 施設管理運営費の節減 

        保守管理業務の複数施設一括発注、清掃等のグレード見直しなど 

        ＮＰＯ法人等民間への管理委託 

（４）県債管理の徹底 

・将来の公債費負担の水準を引き下げるため、県債発行を抑制するとともに、繰上償還

を実施 

・公債費負担の平準化を図るため、新たに発行する銀行等引受債の償還期間を延長 

（５）資金管理の徹底 

・国庫支出金等の早期受け入れ 

・支出の計画的・効率的な執行 

（６）外郭団体の見直し 

・県議会行財政改革調査特別委員会の最終報告等を踏まえ、Ｈ１５に団体の組織体制の

強化、効率化の観点から人的関与、財政的関与のあり方を見直し 

・県の行財政改革に準じた取組みを要請 
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２ 歳出規模の抑制と質的改善 

 （１）公共事業 

① 事業費の削減 

・本県の財政力に見合った水準まで引き下げ 

・集中改革期間中に、補助公共・単独公共あわせて３０％程度削減（Ｈ１４当初対比） 

         削減目標（Ｈ１５～Ｈ１７） 補助公共 ２０％程度、単独公共 ５０％程度 

※ 各年度の具体的な削減率は、予算で調整 

   ② 質的改善 

・公共事業評価システムによる効率的・効果的な事業実施 

・コスト縮減やローカル・スタンダードの導入等による効率的整備 

・ＰＩ（パブリック・インボルブメント）方式の導入等による住民参画の促進 

・圏域ごとのマスタープランによる事業間調整 

   ③ 経済・雇用情勢への影響緩和 

・雇用創出や労働移動の促進などの対策によるセーフティネットの構築 

         島根県産業振興プログラム（平成１４年９月策定） 

         当面の雇用対策及び建設産業対策の方針（平成１４年１１月策定） 

（２）県有施設の整備等 

① 効率的な施設整備・維持保全 

・技術的知見を反映し、ランニングコストを含めたトータルコストを抑制 

   ② 大規模プロジェクト 

・施設規模・機能、整備手法等計画の見直し 

   ③ 県立学校 

・年度間調整による事業費の平準化 

④ 庁舎、職員宿舎等 

・集中改革期間中の新規着工凍結 

（３）事務事業の見直し 

     ・行政評価を基礎に成果重視の観点から見直し 

（４）補助金 

      ・県単補助金の整理合理化（長期継続補助金、人件費補助金、少額補助金） 

（５）繰出金 

      ・企業会計、特別会計の経営合理化、効率化による一般会計負担の見直し 

（６）民間活力の活用 

      ・ＰＦＩ方式の導入や外部委託の推進による民間のノウハウ、資金の活用 
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３ 歳入の確保 

 （１）県税収入の確保 

① 課税自主権の活用 

・法定外目的税の導入検討など 

   ② 減免基準の見直し 

・法人県民税、個人事業税、不動産取得税など 

   ③ 滞納額の縮減 

・効果的、効率的な滞納整理の実施による税収の確保 

   ④ 税源涵養に資する施策の推進 

・産業振興、雇用創出対策の積極的推進 

（２）受益者負担の適正化等 

① 使用料・手数料の見直し 

・３年ごとの単価改定、減免基準の見直し 

   ② 財産の譲渡・貸付に係る減免基準の見直し 

   ③ 分担金・負担金の見直し 

   ④ その他 

・その他の受益者負担の適正化等 

（３）県有財産の有効活用 

① 未利用財産の処分 

・一般競争入札等による売却処分の推進 

・施設の移転改築は跡地処分の目処をたててから整備 

   ② 利用促進 

・公の施設等の効果的な利用促進による使用料収入の確保 

（４）基金の活用 

・現在運用益により事業を実施している基金について、取り崩しにより特定目的のため

の財源を確保 

（５）使用料等の滞納額の縮減 

・使用料、貸付金元利収入などの徴収率向上 

 

４ 個性ある地域の発展のための予算づくり 

 （１）重点分野への積極的対応 

    ・少子高齢化、人づくり、産業振興、雇用対策などの積極的な取組み 

（２）政策主導型予算システム 

      ・政策企画会議を中心とする政策企画部門の機能強化による予算の重点配分 

（３）地域プロジェクト型予算システム 

      ・支庁、総務事務所を中心に地域の多様な発想による政策提案を直接的に予算に反映 
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Ⅳ 財政健全化による改善効果〔試算〕 

１ 収支改善額（一般財源ベース）               （単位：億円） 

集中改革期間  

Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ 
計 

   ２９    ３６    ３９   １０４ １ 行政の効率化と

スリム化 〈主なもの〉 ・ 人件費総額の抑制     ６０億円程度 

       ・ 内部管理経費の節減    ２０億円程度 

       ・ 県債管理の徹底      １０億円程度 

       ・ 外郭団体の見直し     １０億円程度 

   ２８    ５４    ６１   １４３ ２ 歳出規模の抑制

と質的改善 〈主なもの〉 ・ 公共事業費の削減    １００億円程度 

       ・ 事務事業の見直し     ３０億円程度 

       ・ 補助金の見直し      １０億円程度 

    ４     ６     ８    １８ ３ 歳入の確保 

〈主なもの〉 ・ 県有財産の有効活用    １０億円程度 

・ 県税収入の確保       ３億円程度 

       ・ 受益者負担の適正化     ３億円程度 

計    ６１    ９６   １０８   ２６５ 
 

財源不足額  ▲２００  ▲２２２  ▲１９７ 

基金残高   ７３３   ５１１   ３１４ 
 
  【参考】中期財政見通し 

 Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ 

財源不足額  ▲２６１  ▲３１８  ▲３０５  ▲２４１  ▲２８８ 

基金残高   ６７２   ３５４    ４９  ▲１９２  ▲４８０ 

 

 

２ 起債制限比率  

 
【参考】中期財政見通し 
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